
Ⅴ 集落法人の設立 
８ 農業経営基盤強化促進法のしくみ   農業経営基盤強化促進法（以下「基盤強化法」という。）は，育成すべき効率的かつ安定的な農業経営の目標を明らかにするとともに，その目標に向け農業経営の改善を計画的に進めようとする農業者に対し，農用地の利用集積など農業経営基盤の強化を促進するための措置を総合的に講ずることにより，農業の健全な発展に寄与することを目的に平成 5年に制定されており，特定農業法人制度や認定農業者制度を含めた全体の仕組みは次のとおりです。  （※「農業経営基盤強化促進法」は，平成 5 年に「農用地利用増進法」から名称変更されました）  　  　　  　　  　 農業経営基盤強化促進法農業経営基盤強化促進法農業経営基盤強化促進法農業経営基盤強化促進法ののののポイントポイントポイントポイント

担い手（認定農業者等）を明確にして農地を集める（流動化）
認定農業者制度 地域営農の確立農地の流動化（利用集積）地域農業の担い手へ農地を集める（貸借・売買・作業受委託） 意欲ある農業の担い手を認定し育成 集落機能を活かし効率的な地域の営農体系を構築

① 安心して農地を貸せる仕組み（農用地利用増進法の継続）② 農業を担っていく経営体（担い手）を育成するための仕組み（基盤強化法で追加）県では集落法人の育成を重点的に行っています。
   


